個別労働紛争と裁判所 by 林 真貴子
個別労働紛争と裁判所
――明治前期の ｢雇人｣ を中心に――



















(１) 矢野達雄 『近代日本の労働法と国家』 (成文堂, 年)｡ 同書は	
(大正) 年の労働争議調停法の導入過程とその実施過程とを明らかにし
た, 類書のない貴重な研究である｡ しかし同書でも, 近代的な裁判制度の
成立期である明治前期において, 裁判所がどのように労働紛争を扱ったの
かは明らかにされていない｡






























(３) 矢野達雄前掲 『近代日本の労働法と国家』 	頁｡
(４) アンドルー・ゴードン前掲 『日本労使関係史：
	』 頁｡
(５) 牧英正 『雇用の歴史』 (弘文堂, 年) 頁以下にあるように, ｢雇
傭契約・習業契約を債権法上の契約として封建的奉公契約における主従的
隷属性を排除｣ した｡ 野原香織 ｢ボワソナードの雇傭契約論――労働者保
























書房, 年), 古島敏雄 ｢明治年代における賃労働の存在形態と性格｣
(『一橋論叢』 巻２号 ()) 参照｡
(８) 裁判所における労働審判手続が設けられたのは, 年４月１日のこと
である｡ なお, 年の労働争議調停法 (大正年法律第	号) では労働
争議が起きた場合に ｢行政官庁｣ が調停委員会を開くことができる (第１





所 (年以降は区裁判所と称する) において処理されていた｡ しかし
それは, 個別労働紛争が判決手続での処理に委ねられたということを直
ちに意味するわけではない｡ 年から年までは裁判所における判


















(９) 勧解手続については, 山崎佐 『日本調停制度の歴史』 (日本調停協会連
合会, 年), 江藤价泰 ｢調停制度の機能と歴史｣ (野村平爾ほか 『日本
の裁判 (戒能通孝博士還暦記念論文集)』 日本評論社, 年), 染野義信
『近代的転換における裁判制度』 (勁章書房, 年), 勝田有恒 ｢紛争処
理法制継受の一断面――勧解制度が意味するもの――｣ (『国際比較法制研
究』 １巻, ミネルヴァ書房, 年), 丹羽邦男 ｢明治政府勧解制度の経済
史上の役割｣ (『神奈川大学商経論叢』 	巻１号, 
年), 林真貴子 ｢勧
解制度消滅の経緯とその論理｣ (『阪大法学』 
巻１号, 年), 同 ｢紛
争解決制度形成過程における勧解前置の役割｣ (『阪大法学』 
巻６号,
年), 同 ｢明治期日本・勧解制度にあらわれた紛争解決の特徴｣ (川口




































らに細かい小項目 (訴訟名) があり, この訴訟名に着目することで, 労働
関係紛争の訴訟件数を見つけることができる｡ 	年 (最初の司法統計が
編纂された年) から年までは{人事}の訴訟種類の中に ｢雇人｣ ｢雇人
取戻｣ ｢雇人違約｣ ｢弟子取戻｣ 等の訴訟名があり, これらの新受件数を合
算して ｢雇人｣ とした (なお, ｢雇人｣ に関わる紛争は年からは{雑事}













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































【図表１】はこれらの訴訟名―― ｢雇人｣ ｢雇賃｣ ｢給金 (給料)｣ ｢手





訟名は, ｢雇人取戻｣ や ｢雇人違約｣ などの訴訟名を含み, 主に使用者
側から提起されたものであり, 使用者が労働者の職場復帰強制を求めた












期の民事裁判』 (信山社, 	年), 林屋礼二＝菅原郁夫＝林真貴子＝田中
亜紀子編著 『統計から見た大正・昭和戦前期の民事裁判』 (慈学社, 	




() ｢雇賃｣ ｢給金 (給料)｣ などある程度継続的な雇用関係を前提としてい
るであろう訴訟名と ｢手間代金｣ ｢旅費日当金｣ などのように一回限りの
契約関係をも含みうるような訴訟名とを合算することには異論もあるであ
ろう｡【図表１】のグラフから ｢手間代金｣ ｢旅費日当金｣ を引いたグラフ
もその形態には殆ど差がなかったので, 上述のように作成した｡





判決原本と対照すると ｢雇賃｣ ｢給金｣ 訴訟の多くは, 労働者から雇主に
対する賃金支払請求訴訟であることがわかる｡
者側が, 雇人の取戻しすなわち職場復帰の強制のために積極的に裁判所
に訴え出ていたのである｡ それに関連して, ｢雇人取戻｣ の事件は裁判
ばかりでなく勧解についても件数が多いことにも注目したい｡ 他方, そ
れとは別の態様の裁判所利用として, 労働者からの手続開始というのも
見い出される｡ すなわち, 労働者は同時期に裁判所において ｢雇賃｣
｢給金 (給料)｣ 等の支払いを求める勧解申立て・訴訟提起を積極的に行っ
















() なお, 例えば年の ｢雇賃｣ の勧解申立て件数	
件の結果 (終局)
は, ｢調｣ が	件, ｢願い下げ｣ が	件で, ｢不調｣ は	件であり,
勧解申立て後に８割以上が解決していることがわかる｡
() 『元老院會議筆記 後期第巻』 (元老院会議筆記刊行会, 年) 

頁および福島正夫 ｢日本資本主義の発達と人の自由と権利｣ (『福島正夫
著作集第１巻』 勁草書房, 年) 頁をみると, ｢民事訴訟用印紙
規則｣ (明治年太政官第５号布告) の制定過程では, 訴訟額に応じて必
要な印紙を貼用して訴訟を提起しなければならないようにすれば, ｢濫訴
健訟ノ風習｣ を無くし, 且つ司法省の費用の不足を補うこともできるとし
て, 元老院議官たちは ｢民事訴訟用印紙規則｣ の制定に賛成している｡ な






次節では, 具体的な事例として, 裁判所は ｢雇人｣ を巡る訴訟――そ
の多くは使用者側から職場復帰 (就業) を訴えるものである――をどの
ように扱ったのかを検討したい｡









【図表３】は ｢雇人｣ に関する訴訟を, その内容から６つの類型に分
類したものである｡ 第一に, 雇人取戻とは, 被雇用者が契約期間満了前









ース ｢民事判決原本｣ を使用した (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除くと, ｢雇人｣ という事件名の判決は 件となった｡ なお,【図表４】で
は刑事事件４件と和解調書・雑文書等３件分を合わせて	件とした｡
() 服藤弘司 ｢明治前期の雇傭法｣ (『金沢大学法文学部論集法経編』 通号８
号 ( )) 
 頁は, ｢雇人｣ とは年頃から法令等に使われた名称で
あり, 期間の長短を問わず労働者を指していた｡ しかし, 	年月 (司
法省布達号) からは ｢雇人｣ とは戸籍に届出のある雇用労働者とした
が,  年になると, 戸籍届済の有無にかかわらず, １カ月以上の期限を
定めて雇用する者となったことを明らかにした｡ なお, 年の太政官
号布告によって, ｢平常の奉公人は一カ年｣ との定めができ, ７年まで
の年季を認める弟子奉公との間に差異が設けられている｡
である｡ 第二に, 拐帯金 (横領) 賠償とは, 被雇用者が金銭や取引品等
を持ち逃げしたり売り飛ばしたりした場合に, その損害の賠償を求めた
訴訟である｡ 拐帯金は引負金ともいう｡ 第三に, 雇人前貸金返還とは,
被雇用者に前貸金として予め給金を支払っていたにもかかわらず, その
被雇用者が契約期間満了前に辞めてしまい, 前貸金分の労働をしていな
い場合に返還を求めた訴訟である｡ 第四に, 弟子養料訴訟とは, 技術・
職業の伝習を目的として住み込みで修行する弟子奉公において, 年季中
途で逃げ帰ってしまったような場合に, 雇主がそれまでに費やした弟子
の食費等の世話代金を請求する訴訟である｡ 第五に, その他とは, 軽微
な刑事事件や訴訟内容が詳細には明らかとならなかった欠席判決等であ
る｡ 被告の属性は被雇用者となっている｡ 第六に, 賃金支払請求は, 被
雇用者 (雇人) から雇主に対して賃金支払請求を行った訴訟であり, 通
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() 第六の類型のうち, ｢雇賃｣ をめぐる紛争はほぼ例外なく未払い賃金請
求である｡ 他方, ｢給金｣ とされた事件は賃金支払請求であることが多い
ものの, 前貸給金に対する返還請求も一定数含まれている｡
たい｡















なお, 被告・原告いずれについても, ｢代人｣ が立っている場合が散見
されるが, それは職業的な代人や免許代言人ではなくて, 当事者の家族・
中京法学巻３・４号 (年) ()
() 西村信雄 『身元保証の研究』 (有斐閣, 年) 頁以下は, ｢明治８年




で請宿―下請人制度が採られていた (頁注 ()) ことを明らかにして
いる｡ 年代においても請宿類似の制度が残存している点について, 東
京市社会局 『紹介営業に関する調査』 (年), 豊原又男 『労働紹介』 (丁
未出版社, 年) 等参照｡
() 西村信雄前掲 『身元保証の研究』 頁以下｡
() 服藤弘司前掲 ｢明治前期の雇傭法｣ 頁によれば, これは江戸時代以来
の慣行により, 被雇用者の行為により雇主に損害を与えた場合には, 被雇
用者が賠償の責めに任ずるのではなく, その請人が賠償責任を負っていた
ためである｡ 刑事事件となった場合については, 藤田正 ｢明治前期におけ
る ｢雇人｣ の盗罪――旧刑法制定まで――｣ (『早稲田法学』 
巻３号
(	年)) および藤田正 ｢明治初期刑法における ｢雇人｣ の位置｣ (『学園
論集 (北海学園大学)』 号 (	年)) を参照｡ なお, 江戸時代の奉公に
ついては, 牧英正 『近世日本の人身売買の系譜』 (創文社, 
年), 吉田
正志 ｢近世雇傭法の構造とその史的展開過程序説 () ()｣ (『法学 (東北
大学)』 巻１号, 巻２号 (

年)), 大竹秀男 『近世雇傭関係史論』
(有斐閣, 	年), 吉田正志 ｢江戸時代の奉公人調達・斡旋に係わる事業

















てみよう｡ この事件では, 原告は, 被告の三男である熊次郎を年季七ヵ
年の約束で雇弟子にしたが, 熊次郎は ｢性質剛性｣ で命令に従わなかっ











巻３４号 (年)), 三阪佳弘 ｢明治前
期民事判決原本にあらわれた代人――～年の京滋阪地域の代人の事
例――｣ (『阪大法学』 巻３４号 (年)) 等参照｡ なお,【図表４】
の被告属性については, 被告が欠席した場合等には空欄とした｡












告 (被雇用者本人) は原告 (雇主) の殴打により家出したので原告の請





























() 判決コード, 明治() 年月	日判決｡
() 判決コード	, 明治() 年６月日判決｡
































() 通常の奉公人の場合, 契約は１年を上限とするものとされていた (
年太政官第
	号布告)｡
() 判決コード－, 明治() 年８月日判決｡




















されていた｡ さらに, 雇人から雇賃請求 (賃金支払請求) 訴訟を提起する
事件が頻発していた点も, 明治政府の解放政策の一環として注目される｡
おわりに






() 中林真幸 ｢近代製糸業における労働市場と司法制度｣ (林屋礼二＝石井










汎に行っていたのである｡ また, ｢雇人｣ 訴訟のうち, 雇主側からの雇
人取戻し (雇用契約履行請求) が認容されて判決によって実際に被告の








本稿は主に, 雇主による裁判所利用 (雇人取戻訴訟) の分析を試みた
が, 明治前期の近代化過程において労働者がどのように裁判所を利用し












解釈・運用――は, これをきちんと評価しなければならない｣ とする｡ 		
(明治) 年～		(明治) 年の大審院判決は祭礼差別事件判決におい
て, たとえば ｢一視同仁権義均一之人民｣ という文言を用いて差別否定を
行なっていたことが明らかにされており (井ケ田良治 『日本法社会史を拓
く』 部落問題研究所, 年, 頁), 本稿の事例もまたこの時期の裁判
所が人権の尊重を重視していたということの証左となろう｡ 民事判決を資
料として利用し ｢法｣ の在り方を経年的に明らかにした法史学的研究とし
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